
コンソーシアム支援体制に係る意見交換

京都府
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京都府の温室効果ガスの削減目標
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● これまでの省エネの取組や燃費性能の向上等に加え、電気の排出係数の低下等により、各部門で排
出量は減少

● 他方、総排出量は1,271万トンと2013年度比20.2％減にとどまり、計画に基づく「2030年度46％
以上削減（2013年度比）」を目指し、各部門においてさらなる省エネの促進、再エネの導入・利用に
よる一層の排出削減の取組が必要

西脇知事による「2050年ゼロ」宣言
（2020年2月11日：「KYOTO地球環境の殿堂」表彰式にて）

条例・計画による中期目標
（2020年12月条例改正、2021年３月計画改定、2023年３月計画改定）

（参考）府内のゼロ宣言自治体（2023.3末時点）
京都市・与謝野町・宮津市・大山崎町・京丹後市・京田辺市
亀岡市・福知山市・綾部市・城陽市・八幡市・京丹波町
宇治市・木津川市・長岡京市・向日市・南丹市（宣言順）

京都府では、2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを目指しています。また、2030 年度までに2013 年度比46%以上の削減を
目標に定めています。



京都コンソーシアム（2022年度）で発表した中期目標
京都府では、2022年度のコンソーシアムにおいて、2025年度までの脱炭素に関する取り組み目標を公表している。
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2022年12月コンソーシアム資料より



京都府の脱炭素における取り組み目標

大目標
2050年までにGHG排出量実質ゼロ、2030年までに46％以上の削減*を達成

個別目標

*2030年までに2013年度比で46％以上の削減

京都府では、2050年までのGHG排出量実質ゼロ（大目標）に向け、2025年までに中堅・中小企業の「自社排出量把握70%」「削減目
標発信15%」「SLL組成100件」 を達成(中目標)するため、各支援機関が連携した脱炭素メニューを提供する（個別目標）

中目標
2025年までに府内中堅・中小企業において「自社の排出量把握70％」「削減目標発信15％」「SLL組成100件」を達成
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# メニュー名

3 脱炭素セミナーの開催

1 金融機関窓口での脱炭素相談

5 排出量の算定支援

7 排出量削減計画の策定支援

11 SLLの提供

6 省エネ診断の実施

9 省エネ・再エネ補助金の提供

10 非化石証書の取得支援

12 特定事業者制度の運用

13 脱炭素先行企業の表彰

2 脱炭素カードゲームの開催

14 表彰対象企業の発信

4 可視化セミナーの開催

8 中小企業版SBT認定

目標値
京都府 金融機関 知恵森 温防センタ 工業会

担当支援機関
商工会議所京都市

後段で個別発表



脱炭素メニュー全体像
主に中堅・中小企業をターゲットとして、認知～開示を一気通貫で支援する「京都ゼロカーボン・フレームワーク」のスケールを拡大する
事で、府内中小企業の脱炭素を支援する。

現状把握 目標設定 施策実行
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構成団体からの発表

前述した大目標、中目標の達成に向けた各構成団体の皆様から昨年実績および今後の具体アクションをご発表頂きま
す。
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発表の順番発表の内容

最初

最後

• 昨年度の実績
• 次年度のアクション・具体目標

を2～3分でご発表下さい

行政

金融機関

京都北都信用金庫

京都信用金庫

京都中央信用金庫

京都銀行銀行

京都知恵創造の森

京都温防センター

商工会議所

工業会

専門機関

京都府

京都市
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参考）中目標に関する現状参考
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府内中小企業の脱炭素グループ分け
“2023年”アンケート結果

（出所）府内中小企業アンケート（2023年12月：n=178）

31％

36％

33％

2023年12月に実施した府内中小企業向けアンケートでは、2021年アンケート結果と比較して、各グループに取り組みの進捗が見受け
られた。

府内中小企業の脱炭素グループ分け
“2021年”アンケート結果

（出所）府内中小企業アンケート（2021年8月：n=322）

7％

28％

65％

【第1Gr.】削減目標公表済
計画実現に向けた具体アクションの実践が必要なグループ

【第2Gr.】GHG把握済
目標設定・削減計画の策定が必要なグループ

【第３Gr.】GHG排出量未把握
脱炭素の必要性の理解醸成から必要なグループ

-32%

+8%

+24%
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